
 

事故発生時の保険者への報告について 
 

 

１ 必要な措置を講じる義務 

サービスの提供中の事故が発生した場合には，事業者は，関係者への連絡等必要

な措置を講じる義務があります。又，その事故の発生について，事業者側に責があ

り，利用者若しくはその家族が損害を被った場合には，その損害の賠償を速やかに

行なう義務があります。 

 

 

 

 

地域密着型介護老人福祉施設以外の事業所 

第３条の３８   

指定・・・事業者は，利用者に対する指定・・・介護の提供により事故が

発生した場合は，市町村，当該利用者の家族，当該利用者に係る居宅介護支

援事業者等に連絡を行なうとともに，必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定・・・事業者は，前項の事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついて記録しなければならない。 

３ 指定・・・事業者は，利用者に対する指定・・・介護の提供により賠償

すべき事故が発生した場合は，損害賠償を速やかに行なわなければならな

い。 

   ※第３条の３８の規定は，指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護，

指定認知症対応型通所介護その他の地域密着型サービスについ

ても準用されます。 

 

地域密着型介護老人福祉施設 

第１５５条 

指定地域密着型介護老人福祉施設は，事故の発生又はその再発を防止する

ため，次の各号に定める措置を講じなければならない。 

⑴ 事故が発生した場合の対応，次号に規定する報告の方法等が記載され

た事故発生の防止のための指針を整備すること。 

⑵ 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合

に，当該事実が報告され，その分析を通じた改善策について，従業者に

周知徹底を図る体制を整備すること。 

⑶ 事故発生時の防止のための委員会及び従業者に対する研修を定期的

に行うこと。 

２ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，入所者に対する指定地域密着型介

護老人福祉施設入所者生活介護の提供により事故が発生した場合は，速や

かに市町村，入所者の家族等に連絡を行うと共に，必要な措置を講じなけ

ればならない。 

３ 指定地域密着型介護老人福祉施設は，前項の事故の状況及び事故に際し

て採った処置について記録しなければならない。 

《指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準》 
（平成 18年 3月 14日厚生労働省令第 34号） 



 

２ 事故発生時の報告（原則として電子メールで報告） 

  

 

   事故が発生したときには，次のとおり保険者へ報告を行なうものとします。 

（三重県へ報告は不要，保険者が県に報告します。） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 保険者の存在しない事故（職員の不祥事等）あるいは複数存在する事故の場合

は，当該事業所所在市町へ提出してください。 

 

事故発生 

 応急措置後，速やかに現時点でわかっている
こと(事故の概要等)を保険者に報告 
 

 
事故報告書（第１報） 
（別紙様式１） 

 
事故報告書（最終報告） 

（別紙様式１） 

 事故発生後，1 ヶ月程度を目途に，保険者に提出 

 （入院を要した場合は，退院後の方向性も含め

報告して下さい） 

 

・事故状況・原因の調査 

・家族への説明 
・他の利用者への対応 

・事故再発防止に関する対策  等 

＜状況に応じて事故報告書（第○報） 

 を御提出ください＞ 

 
報告書提出先 
被保険者の属する保険者 



 

３ 報告を行なわなければならない場合 

事故が発生したときに，事業者が報告をしなければならない場合は，次のとお

りとします。 

 

 

① その原因が，自己（自傷行為など）又は他者（職員の待遇上の過失や他の

入所者の暴力など）によるもの，若しくはその原因が不明であるもので，事

業所（施設）の内外で発生した骨折，創傷などのサービス利用者の負傷又は

死亡事故。 

  ただし，この場合の「負傷」については，医療機関で受診し治療を受けた

もの，又は現在も治療中のものに限る。 

  また，この「死亡事故」については，「老衰による死亡」，「病気による死

亡」など明らかに「事故死」とは認められないものは除く。 

 

② 自然災害（風水害・地震等），火災，交通事故等によりサービス利用者の

生命に重大な状況が発生した場合，又は発生の恐れがある場合。 

 

③ サービス利用者が行方不明となった場合。 

 

④ 職員の不祥事が発生した場合 など 

 

⑤ 食中毒及び感染症など法令等により保健所等への通報が義務付けられて

いる場合は，関係法令により対応を行なうとともに，保険者へも報告する。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


